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調査項目を設定した上で、計40団体以上の取組状況についてデスクトップ調査を行い、

民間等における人材活躍支援策の動向を把握した。

（１）民間等実施状況調査｜調査項目の設定/デスクトップ調査

調査項目 把握した主な取組概要

キャリア支援研修

• 40代社員を対象としたキャリア研修や50代を対象としたキャリア研修を実施している。【食品】

• 入社3年目、10年目、43歳、58歳にキャリアワークショップを実施している。【製造】

• 60歳以降のキャリアデザインを描く「60歳からのキャリアデザイン研修」を実施している。【地方公共団体】

• 54歳の職員を対象に、役職定年後を見据えたキャリアデザイン研修を実施している。【独立行政法人】

キャリア面談

• 直属の上司と年1回スキル診断を行うキャリア面談を実施している。【情報通信】

• 50歳・55歳の節目にキャリア面談を実施し、自己理解やキャリアの棚卸しを促進している。【製造】

• 本人と所属長の面談で再任用後の働き方や役割意識づけを行っている。【地方公共団体】

• 年齢を問わず全職員対象にキャリアプラン調査を実施し、上長との1on1を年4回行い意向確認をしている。【独立行政法人】

シニア職員のポスト

確保

• 定年を迎えた社員に対して、定年後、業務委託で就業機会を提供する制度を導入している。【不動産】

• 技能者を認定するマイスターを創設し65〜70歳を専門技能有するマイスターとして活用している。【建築】

• 経験の発揮や後進育成のため、シニア職員が活躍できる重点分野や若手職員の多い職場に配置している。【地方公共団体】

• 満60歳以降、「事業統轄代理」や「主席課長代理」といった非管理職役職を設定し、これまでの経験を活かした業務に配置してい

る。【独立行政法人】

シニア職員を

受け入れる職場の

意識改革

• 再雇用社員と上司とのの対話を実施する仕組みを導入し、相互理解の機会を提供している。【製造】

• 新任係長研修で再任用職員の希望や接し方を紹介し、理解を促進している。【地方公共団体】

• 管理者研修で再任用職員の理解をテーマとした講義を実施している。【地方公共団体】

• シニア人材のインタビュー記事を定期的にイントラネットで公開し、役割や経験を共有してシニア人材へのイメージアップを図っている。

【独立行政法人】

その他人事制度

• 65歳まで定年延長と70歳までの再雇用制度を導入し、60歳以降も処遇維持と昇給継続を行っている。【機械】

• 定年延長後の処遇を定年前の80％水準に設定している。【建築】

• 55歳以上の非管理職に「シニア給」を適用し、管理職の場合は60歳以上も給与を維持している。【食品】

• 60歳到達以降の賃金が一律に下がらないよう評価に応じた賃金体系へ見直している。【製造】

出所）デスクトップ調査よりNRI作成
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民間企業3社、都道府県3団体、市区町村2団体、中央省庁1団体に対してヒアリングを

実施し、以下の取組概要を把握した。

（１）民間等実施状況調査｜ヒアリング調査結果

調査項目 把握した主な取組概要

キャリア支援研修

• 50〜64歳の節目年齢ごとに強みや課題の振り返り、若手視点の共有、ライフプラン意識づけ等の世代別キャリア研修を実施

している。【生命保険】

• 再雇用者が自らの価値観や強みを再認識し、役割や貢献方法を考える研修を行っている。【機械】

• 55歳以上対象の「マインドチェンジ講座」を実施し、年下上司との関わり方や立ち位置理解を促している。【地方公共団体】

• 34歳から60歳まで5ステップ構成の年代別キャリア研修を行い、ライフプランや役職定年後のフォロワーシップを習得させている。

【地方公共団体】

キャリア面談

• キャリアチャレンジ制度応募時期に合わせ、外部キャリアコンサルタントによる研修後面談を実施している。【生命保険業】

• 再雇用者と上司が期待と意向を相互確認する対話機会を設け、業務や目標設定に反映している。【機械】

• 研修後必須面談や希望者面談、再就職希望面談など３類型を提供している。【情報通信】

• 人事課以外の職員を「キャリアコンサルティング担当者」として任命し、キャリア面談を実施した上で、面談結果を人事課へ共有し、

人事異動の際に考慮している。【中央省庁】

シニア職員のポスト

確保

• 役職定年廃止により年齢に関係なく適材適所配置を行い、専門性や営業・育成スキルの活用を促している。【生命保険】

• 社内公募や個別マッチング制度でシニアの異動機会を確保している。【情報通信】

• 専門的職務指導員制度で特定分野に精通した職員を認定し、人材育成に従事させる仕組みを整えている。【地方公共団体】

シニア職員を

受け入れる職場の

意識改革

• 全管理職向けにベテラン層活躍促進セミナーを実施している。【機械】

• 新任係長・課長研修の中で、年上部下への接し方を再任用職員の声とともに共有している。【地方公共団体】

• 異動部署へ期待役割資料や事例紹介を配布し、受入れ姿勢の改善を促している。【地方公共団体】

• 受け入れ部署へ事前に打診して合意形成を図り、受入れの拒否を防止している。【地方公共団体】

その他人事制度

• 週休3〜4日や短時間勤務の選択制度を2027年度に導入予定である。【生命保険業】

• 65歳以降も本人希望と健康状態に応じ、最大70歳までの再雇用期間を拡大している。【機械】

• 社内生成AIを活用したキャリア相談を試行し、気軽にキャリア相談を行うことができる体制を整えている。【情報通信】

出所）ヒアリング内容よりNRI作成。





10Copyright（C） Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved.

キャリア支援研修は2日間の研修とし、経済産業省担当課と協議の上で、以下の内容で

実施することとした。

（２）ミドル層向けキャリア支援研修の設計・実施｜研修内容の企画

◼ 1日目を講義形式、2日目をワークショップ形式とし、同一の内容で第Ⅰ期、第Ⅱ期の計2回の研修を実施した。

⚫ 第Ⅰ期（令和7年11月27日（木）〜同年同月28日（金））、参加者19人

⚫ 第Ⅱ期（令和7年12月18日（木）〜同年同月19日（金））、参加者22人
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2日目には、JAVADAが提供するCSCワークショップを通じて、これまでのキャリアを見直し、

職場の戦力として活躍するシニア職員となるための行動計画の検討を行った。

（２）ミドル層向けキャリア支援研修の設計・実施｜研修内容の企画

CSC（キャリア・シフトチェンジ）ワークショップの概要 CSCワークショップのプログラム

◼ JAVADAが提供するCSCワークショップは、シニア職員が職場の戦力とし

て活躍する方法を考え、今後の行動変容を促すプログラムであり、内閣

人事局など官公庁においても提供された実績を有する。

◼ 40代半ばから50代を対象とし、環境変化にも柔軟に対応できる基礎能

力であるプラットフォーム能力を身につけることを目指す。

◼ 行動計画の作成に向けて、段階的にスモールステップで学びを進められる

プログラム設計である。

プラットフォーム能力の全体像

出所）中央職業能力開発協会(JAVADA)資料よりNRI作成

（https://www.javada.or.jp/shift/career/r7cscpamphlet.pdf）
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キャリア支援研修受講者に対してインタビューを実施した結果、本年度の研修による効果や、

今後に向けた改善点が明らかになった。

（２）ミドル層向けキャリア支援研修の設計・実施｜効果検証

ヒアリング項目 ヒアリング内容

研修を振り返って印象に残っている点

• 本業以外のいろいろな研修への受講要請があり、本研修を受講するのが嫌だったが、プログラムを含め参加して

良かった。また、研修中にPCを遮断したことで、研修に集中することができたのは良かった。

• 業務多忙な中でキャリアを棚卸しする貴重な機会となったとともに、同い年の方々と意見を交換を行うことができ

良い機会であった。

• キャリア支援研修内での講師の説明やワークショップは非常に有益なもので印象に残っているが、2日間で扱う情

報量が多く、各講義間の関連性を理解できない部分があった。

研修受講直後に感じた変化

• 自身の強みや価値観について、研修を通じて再認識した。

• キャリア支援研修受講に加え、研修後にキャリアコンサルタントによる面談や秘書課による面談を受講したことで、

研修の意図や内容を深く理解することができた。

• キャリア支援研修がキャリアを考える機会になった一方で、役職定年や経験可能なポスト数について認識し、将

来への危機感や難しさを感じた。

受講から一定期間経過した現在に

おいて感じた変化

• 研修中に立てたアクションプランについて本格的には取り組めてはいないが、現在できることから実行に移している。

• 研修によってこれまでの自身のキャリアを振り返ることができ、また今後のキャリアを意識的に考える良いきっかけと

なった。今後のキャリアについて検討はしてはいるものの、研修直後よりは意識はやや低下してしまっている。

今後のキャリア支援研修に関する

改善点や要望

• ２日目に実施した研修（キャリア・シフトチェンジのためのワークショップ）は対面で実施することが望ましい。一方

で１日目の研修についてはオンラインを活用するのも一案である。

• 終日の研修が数日続く形となると参加障壁になることが想定されるため、日程の分散や内容の絞り込み等工夫

が必要である。

• キャリアパスを検討する上で、ロールモデルの提示があると検討しやすいためロールモデルを提示することは一案であ

る。

• 45歳だとあまり将来のキャリアについてリアリティがわかないところもあるので、50代向けのキャリア研修があると良い

のではないか。

出所）キャリア支援研修受講者を対象としたインタビュー結果よりNRI作成。
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【参考】具体的には、下記3つの論点に対するインタビュー結果に基づく示唆を踏まえて、

次年度以降におけるキャリア支援研修の更なる拡大や改善を図っていく必要がある。

（２）ミドル層向けキャリア支援研修の設計・実施｜効果検証

論点：求められる研修内容は何か？

⇒テーマを絞り、提供する情報の精査と整理を行うとともに、ロールモデルを知る機会を提供する必要がある。

✓ 提供された情報量が多いと感じられたため、今後は、研修目的に基づき取り上げるトピックの絞り込みを行ったり、

各トピックの関係を体系的に整理する時間を用意したりするべきである。

✓ 45歳職員向けの研修で意識変容に焦点を当て、その後、50歳職員向けの研修では、40代での意識変容を前提とした

行動変容に力点をおくなど、対象年代ごとの研修テーマ設定を行うべきである。

✓ 研修後の道筋を描きやすいよう、より具体的にキャリアパスを検討できるようロールモデルを紹介するべきである。

What に
関する論点

論点：45歳職員は、キャリア支援研修のターゲットとして適切か？

⇒ターゲットとしては適切であるが、キャリア意識を高める取組は、若手・中堅の段階から必要である。

✓ 45歳職員を対象としたキャリア支援研修を歓迎する声が多数見受けられたため、同年代に対するキャリア支援研修を継

続すべきである。

✓ 加えて、45歳より早い段階から、キャリアを考える機会が必要であるとの声もあるため、現在経済産業省が実施している

キャリア月間等の取組を、引き続き継続するべきである。

Who に
関する論点

論点：どのような実施形式の研修が望ましいか？

⇒受講者の受講負担を低減しつつ、キャリア面談との連動や職場の巻き込みが必要となる。

✓ 参加者同士の相互のやりとりによる気づきが重要であるため、対面でのグループワークの機会を提供しつつ、情報提供や

講義は利便性の観点でオンラインやオンデマンドを活用すべきである。

✓ 受講者の業務負荷を考慮し、最長でも2日間の研修としたり、半日×3日間にするなど、実施時間の工夫をすべきである。

✓ 研修で感じた懸念点を研修後のキャリア面談で解消できるため、研修と面談の組合せを今後も継続すべきでである。

✓ 業務から切り離した状態でキャリアを考えることが有効であるため、受講者の職場による研修への理解を促進すべきである。

How に
関する論点














































